判例36　精神障害者の他害行為と保護者の責任について
（仙台地裁平成10年11月30日判決）

　伊勢

＜概要＞

　統合失調症患者であるAが、かつて自分が勤務していたC会社の代表取締役であるBを殺害した。これによりBの妻子である原告Xらが、Aの父Yに対して損害賠償請求を行った事件。
＜経緯＞

　Aは以前、C社の従業員であったが、在職中には精神的に不安定な様子を周囲に伺わせており、勤務態度も悪かった。退職後もC社の仕事を請け負っていたが、平成５年６月頃にAが突然所在不明になったことなどが理由で、C社はAとの取引を打ち切った。

H5.11　　　　　AがBを殴打する事件。C社は警察に通報。

H5.12〜　　　　この頃から、Aの兄Dが定期的に保健所に相談。

H6.8　　　　　 A医療保護入院。
　　　　　　　 家裁によるYをAの保護者(精神保健法20条)とする審判。

H6.10　　　　　A退院、通院治療に切り替わる。一人暮らし再開。

H6.12　　　　　Aの通院が途絶える。
H7.5　　　　　 AのCに対する嫌がらせ再開。C社は警察に通報、Dに連絡。

H7.6　　　　　 D、担当医師と面接。
H7.12〜H8.3　 YらはAとの対面を試みるが、果たせず。

H8.7　　　　　 AがBを殺害。
　なお、Aは当初Y宅に同居していたが、平成元年頃から一人暮らしをしていた一方、Yは多額の負債を抱えて長男宅に身を寄せていた。
＜原告の主張＞
　Aの保護者であるYは、民法714条の法定監督義務、精神保健法22条における自傷他害行動の防止義務（平成11年改正により本規定は削除された）を負っている。Yにはこの義務に違反する過失があるので、損害賠償を求める。（請求額は計１億円）

＜被告の主張＞

　保護者の監督義務は、精神障害者の医療・保護のため、精神障害者が自傷他害行為に及ばないよう監督する公法上の義務にとどまるので、保護者は民法714条の監督責任を負わない。

　精神障害者の監督には、治療と人権保障、本人の社会復帰などの問題から制約を伴い、Y自身も困難な状況にある中、Yの監督に落ち度はなかった。また、Aの自傷他害のおそれは想像の域を出ず、具体的危険性がなかったので、再びAを入院させることは難しく、結果回避は不可能であった。
＜判決＞

　Xらの請求を認容した。以下はその理由の概略。
　精神保健法上の保護者は、医療保護入院の同意権など、自傷他害行為防止のための実質的な手段が与えられており、また保護者が民法714条の監督義務者に当たるとしても、714条但書の判断において結果の妥当性を図ることができる。→保護者は監督義務者に当たる。
　保護者が負う監督義務は、その困難さから内在的制約を伴い、さらに情報不足や偏見などによる社会的な環境による限界がある。しかし、保護者はそのような制約の中で、自傷他害の防止のため可能な限りの措置をとるよう努力する義務を負う。
　Xは事態の重大性、緊急性をほとんど認識していなかったし、Aの病状について真摯に受け止め、理解しようとしていたかには疑問。Yには、平成７年７月の時点までには、自傷他害の具体的危険を予見して関係機関に相談に行く義務が生じていたのであり、Yらは監督義務を尽くしていない。
　なお、本件の控訴審判決(H12.1.20)は控訴棄却の判決を下している。

＜コメント＞
・保護者がこのような責任を負うとすれば、同意権などが本当に実質的手段と言えるのか？
　→判決の理屈に疑問。むしろ行政や関係機関の責任を重視すべきでは？
· 被害者救済の点からすると、このような結論は実効性が乏しく、ただAに酷なだけなのでは？（Aには弁済能力がなさそうに見えるが・・・）
